






























与えることである。1996 年 6 月中国の中共中央、国務院は「教育改革を深化し、能力教育の全
面的推進に関する決定」を発表した。これを契機として中国の高等教育はエリート養成の時代
から大衆化時代への転換が始まった。その歩みはちょうど我が国の高等教育の拡大と同様な変
化であり、2003 年秋、中国高等教育機関の在学者数は 1900 万人を突破し、粗進学率はすでに
17% に達した 1）。このような大学教育の規模拡大とともに、大学生卒業生が大量に労働市場に
























務教育は 6 歳から 9 年間とされる。ただし、現在の小学校に入学年齢を 7 歳とする地域も多く、
7 歳から入学することもできるとされる。すなわち、小学校 6 年およびこれに続く中学校（原語 :
初級中学校）の 3 年がこの 9 年にあたる。これは日本の義務教育と基本的に同様の制度となっ








ている。特殊な事情を例外として、2002 年から 2011 年の 10 年間の中国の小学校の進学率は






ける。修業年数は「技術労働者学校」が一般に 3 年で、「中等専門学校」が一般に 4 年で、「職業
中学校」が 2 年ないし 3 年である。なお職業教育修了後一定の条件を満たせば、より上級の学校
に進学することも可能であり、専科大学に進学するか、場合によっては普通大学の 3 年に編入
することもある。





ある。本科大学の基本的な修業年限は 4 年から 6 年である。本科大学が日本の大学に相当する。
本科大学を卒業後、全国研究生入学テストに合格した学生が大学院へ進学することができる。










題である。中国の大学の 2000 年の大学進学率は 7.80% で、2008 年が 22.69% と 3 倍になってい
る 7）。2010 年には 650 万人が入学し日本の 11 倍となっており、わが国と同様に大学の大衆化
が進行している。この傾向は大学院進学でもみられ、2010 年において在籍者数 140 万人、10




















　1985 年 5 月 27 日中国共産党中央が発布した「中国共産党中央教育体制の改革についての決
定」は中国の高等学校卒業生の就職政策改革の重要な指示だった。大学卒業生の分配制度の改







































　1996 年 6 月中共中央、国務院は「教育改革を深化し、能力教育の全面的推進に関する決定」
を公布し「高等教育規模を拡大し、多様な形式を通じて、積極的に高等教育を拡大して、2010
年まで、中国同年齢人口の高等教育入学率を現在の 9% から 15% 前後に引き上げ、順次に高等
教育の大衆化を実現する。」と成文化した 12）。そのため、中国の高等教育はエリート時代から大
衆化時代への転換が始まった。
　2003 年 2 月 27 日、中華人民共和国教育部の発展企画司は「2003 年度第一期教育統計報告―
―2002 年教育事業統計の主な結果及び分析」を公表した。この統計報告によれば、2002 年秋、





れば、1998 年から 2003 年の 6 年間で、中国の大学は 500 カ所以上も増えた。表 2.2-2 によれ
ば、中国の大学卒業生の数は 1997 年の 82.9 万人から 2006 年の 413 万人に登り 4.98 倍となった。
1997 年～ 2006 年 10 年間、就職率は 27.1 ポイント減少した。未就職人数は 1996 年の 2.4 万人
だが、2006 年に 123.9 万人に登り、未就職者数は 10 年前の 52 倍になった。
12）　中国地震局ホームページ　http://www.cea.gov.cn　2012 年 10 月 25 日アクセス
13） 　「2003 年全国教育事業発展統計公報」　http://www.gov.cn/test/2005-06/29/content_10935.htm　2013




















年 1998 2001 2002 2003
大学数（所） 1022 1225 1396 1552
年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
卒業生数
（万人） 82.9 83 84.8 95 103.6 133.7 187.7 239.1 306.8 413
就職率
（%） 97.1 76.8 79.3 82.0 90.0 80.0 70.0 73.0 72.6 70.0
未就職者数




男性が 47 名で全体の 55.95%、女性が 37 名、全体の 44.05% であった。調査対象の全体の就職
率が 52.38% であることからみると、中国の大学生の就職難問題が依然として厳しい状況であ
ると言える。男子大卒生の就職率が 44.68% で、女子が 62.21% である。就職率が全体でよくな
いことがわかり、女子大卒生の就職率は男子大卒生の就職率を 17.53% 上回ることがわかった。
図 3.1.1-1　2013 年 6 月末までの調査対象の就職状況
　日本側で実施したアンケート調査は今まで 88 部を回収した。調査の対象はすべて 2014 年
3 月までに卒業予定の大学生である。日本での調査した対象のうちに、男性が 44 名で全体の
50%、女性が 44 名、全体の 50% であった。調査対象の全体の就職率が 81% であることからみ
ると、日本の大学生の就職率は中国の大学生の就職率よりかなり良かったことがわかった。男






ルバイトをしたことがあるは 58 名で全体の 69% を示している。したことなかった人は 26 名で


































　中国側のデータから見ると（図 3.1.2-1）、就職活動を始めてから半月未満の学生は 27 名で、
一番多かった。就職活動が一年以上続いていた学生は 15 名で、全体の約 18% を示している。
調査対象の 70% は調査までの時点で実際に就職活動を始めてから半年も経っていないことが
わかった。
　次に、面接した会社の数についての調査で、調査対象の 84 名の大学卒業生は図 3.1.2-2 に示
しているような 3 社を面接したことが最も多く、17 名であった。10 社を面接した人が二番目


























































始めてから 6 ケ月～ 1 年未満の学生は 49 名で一番多く、全体の 55.6% を示している。就職活
動は一年以上続いていた学生は 13 名で、全体 14.8% を示している。調査対象の 70% は調査ま
での時点で実際に就職活動を始めてから半年以上を経っていたことがわかった。
　次に、面接した会社の数についての調査で、調査対象の 88 名の大学卒業生は 15 社と面接し
たものが最も多く、15 名であった。20 社を面接した人が二番目 14 名であった。面接した会社






















































































































なり上回ることがわかった。中国側の学生は 15 社以上面接したのがただ 3 名しかいなかった。













































などの紹介を利用した、が 17 名で、最も効果があるとした回答は 0 であった。学校、教師な




　就職意識に関する質問をアンケートの中に 6 問設けた。第 5 問、正社員として働くことにこ
だわっていますか、第 7 問、あなたが志望する企業の従業員の規模、第 9 問、あなたが満足で




はあまり違いがなく、週 5 日で、毎日 8 時間となっている。
　アンケートの第 5 問、正社員にこだわるかどうかの質問についての回答は中国側の学生がこ
だわっていると答えた者が 32 名で、全体の 38% を示している。こだわっていないと答えた者
が 39 名で、パートや契約社員などを希望する方が 13 名であった。一方、日本側の 88 名の学





ると、中国の都市企業（源語 : 城镇单位）の平均賃金は 41799 元 / 年で、毎月 3483.25 元、国営
企業（源語 : 国有单位）の平均賃金は 43,483 元 / 年で、毎月 3623.58 元であり、外資系企業（源語 :
国 正社員にこだわっている こだわっていない パートや契約社員を志望
中国（人数／
比率）
32 人／ 38％ 39 人／ 46％ 13 人／ 16％
日本（人数／
比率）
73 人／ 83％ 14 人／ 16％ 1 ／ 1％
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中国大学生の就職意識と職探し行動－日中の比較
外商投资单位）の平均賃金は 48,869 元 / 年、毎月 4072.41 元である 15）。大卒生の希望初任給は
かなり高い水準を示している。一方、日本側の調査結果は図 3.1.3-3 で示しているように月に
18 万円ぐらいで満足できる人が一番多く、38 名である。月に 20 万円ぐらいで満足できる人が
二番目で、36 名である。平均志望初任給の月額は約 186,000 円であることがわかった。日本経
済団体連合会 2012 年 10 月 29 日発表した 2012 年 3 月卒「新規学卒者決定初任給調査結果」によ





















































　　http://data.stats.gov.cn/workspace/index?m=hgnd　2013 年 11 月 17 日アクセス
16） 　日本経済団体連合会ホームページ、「新規学卒者決定初人給調査結果」
























































































































































































































































































































































































































































































2、劉丹・肖春飛、（2005）「大学学費 10 年猛漲 20 倍国は 1% の投入を増やすと学費半分値下げ







































　http://www.cea.gov.cn　2012 年 10 月 25 日アクセス
2、中国教育部ホームページ




　http://www.keidanren.or.jp/policy　2013 年 12 月 9 日アクセス
4、中国統計局ホームページ










　　①半　月　未　満　　② 1 ～ 2 ヶ月未満　　③ 2 ～ 3 ヶ月未満










　　①、99 人以下　 　 　 ②、100 ～ 199 人　　 ③、300 ～ 499 人
　　④、500 ～ 999 人　　⑤、1000 ～ 4999 人　 ⑥、5000 人以上
8、あなたが今まで面接した会社が何社ぐらいですか（　　　　　　）。
9、あなたが満足できる初任給いくらでしょうか。
　　①、15 万ぐらい　 　 ② 18 万ぐらい　 　③ 20 万ぐらい　④ 20 万以上（日本）
　　①、2500 ～ 3000 元　 ② 3000 ～ 3500 元　③ 3500 ～ 4000 元　④ 4000 ～ 4500 元































Analysis College Students' Attitude Toward Work: 
Japan and China
　 In this paper, we clarify the approach to searching fort the job 
of Chinese college students through the copparison Chinese and 
Japanese college students.
　 The past 20 years, the number of university and college students 
in China has increased rapidly. The number of college graduates of 
the University in 2014 reached approximately 7 million people or 
more, it is seven times the 1985. As aresult, university education 
has changed greately from the elite training institution to mass 
education. Masses of universities in China, newly has led to entry 
into the labor market of a large amount of college graduates. Such 
as an increase in college graduates unemployed, employment 
situation of college graduates has become an important issue in 
spite of the progress of China's economic development.
　 In this study, we conducted a questionnaire survey on job 
seaching for Japanese and Chinese college students. So we was led 
to some of the features of Chinese college students.　The main 
results are as follows:
① Chinese college students do not emphasize the social experience.
② Chinese college students lack aggressiveness in job searching.
③  Chinese college students on wages and treatment.
The results of this study, it is considered as important as basic 
knowledge in considering what employment support measures that 
are effective in China.
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